
火山シェルターの設置に向けた対応方針等について

資料４

1



2

火山シェルターに係る検討及びワーキンググループ開催の経緯

・ 火山シェルターの設置については、これまで複数回、ワーキンググループ（以下「WG」）や協議会において議論
→ 設置主体の考え方や費用、国立公園への設置手続き等の点で、進捗に課題

・ その後、R4～5年度にかけての県内火山の動向や活火山法の改正等の状況により、登山者等の安全対策を進める必要性が
増したことから、火山シェルターの設置に向けた検討・取組に改めて着手

・火山シェルターの設置に向けた対応方針等について火山防災協議会に諮るため、協議会に所属する各自治体で構成する
WGにて、考え方の明確化を図る。

○ 火山防災協議会への協議事項
＜協議事項１＞火山シェルター設置に向けた対応方針（案）の内容について
＜協議事項２＞優先的に対策する火山とその範囲及び事象について
＜協議事項３＞火山シェルター設置に係る検討事項について
＜協議事項４＞火山シェルター設置に係る基本的なスケジュールについて

R6.5.8 第１回WG 火山シェルターに係る勉強会、自治体間の意見交換

R6.7 草津白根山、箱根山への事例視察

R6.9.26 第２回WG 協議事項１、２について検討

R6.12.25 第３回WG 協議事項３、４について検討

R7.1.30 火山専門家へのオンライン説明会、意見交換

R7.2.20 第４回WG（書面） 専門家意見等を踏まえた内容修正

R7.3 火山防災協議会開催 協議１～４について承認

＜今年度の動き＞
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【参照】平成27年12月「活火山における退避壕等の充実に向けた手引き」（内閣府防災） 以下「国手引き」

イ．退避壕等に期待される減災対策の目安

○ 比較的小規模な噴火について優先的に考慮
－ 大規模な噴火と比較して、発生頻度が高い
－ 前兆現象が特にとらえにくく、突発的に発生しやすい
－ これまでにも、比較的小規模な噴火において、度々人的被害が発生

○ 想定火口域から2 km以内、特に1 km以内の範囲について、優先的に対策を検討

○ 常時観測火山について優先的に検討

ア．優先的に対策を考慮すべき火山災害

○ 退避壕等の充実にあたっては、噴火時に多数飛来するおそれのあるこぶし大（10 cm）
以下の噴石の衝突に耐えることが可能な強度の確保を目指す。

○ また、それぞれの火山の特性や利用実態、施設の施工条件等を勘案しながら、必要に
応じて、時折飛散するおそれのある30cm程度の噴石や、まれに飛散する可能性のある
50cm程度の噴石にも耐えられる強度の確保を目指す。

協議事項の検討にあたり前提となる考え方
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ウ．退避壕等の充実に向けた取組主体の考え方
退避壕等の充実を目指す場合には、まずは想定火口域周辺の既存施設、不特定多数の者が利用する施設等の機能強化

について、施設の特性や補強の有効性等を勘案しながら、各施設管理者において、在館者等の安全性の確保に向けた取組
みがなされることが考えられる。

登山者向けの公設の避難小屋や既設のビジターセンターの補強といった不特定多数の利用者の安全性の向上に向けた取
組みや、広く民間の避難促進施設、山小屋、宿泊施設、物販店舗等の補強等についても、当該施設関係者、各施設・建物の
利用者の安全性の向上に向けた取組みが継続されることが望ましい。

危険性の高い場所等において、展望台や休憩所、避難小屋等の兼用の施設を新規に設置する場合には、それらの建物の
必要性に応じて、様々な設置主体による取組みが想定される。

防災上の観点から専用の退避壕等を設置する場合には、地元の市町村において設置が検討されることが一般的であるが、
それぞれの火山やアクセスルート等における地理的な状況に応じて、複数の市町村にまたがった広域的な対策が必要な場合
や、県境等が存する場合等にあっては、都道県が中心となった調整、取組みが必要な場合も考えられる。

また、多くの観光客等で賑わっているような火山周辺や来訪者の利用の促進を行っているような地域、公園等にあっては、必
ずしも地域防災の観点だけでなく、広域的な観光振興・地域振興、公園等の来訪者や施設利用者の安全性を高める観点等
から設置が望まれるケースも想定される。このことから、関係市町村のみならず、都道県、民間を含めた関係機関等における取
組みや協力が必要となることも想定される。

○ まずは、各施設管理者による既存施設の機能強化、安全性確保

○ 防災上の観点から専用の退避壕等を設置する場合、地元市町村における検討が一般的

○ 多くの観光客等で賑わう火山周辺では、観光・地域振興的観点での退避壕等設置も想定
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エ．代表的な退避壕のタイプと特徴



6

オ．噴石の衝突に対する衝撃体力の考え方

○ 10cm（こぶし大）以下程度の噴石に対しては、厚さ20cm 程度の鉄筋コンクリート製のボックスカルバートの他、木造の構
造物であっても、屋根を高機能繊維織物により補強すること等により、一定の衝撃耐力の確保が期待できる。

○ 30cm 以下程度の噴石に対しては、厚さ20cm 程度の鉄筋コンクリート製のボックスカルバートの上部に敷砂等の緩衝材
を敷設したり、頂版の裏面側（屋内側）に噴石の衝突時の裏面剥離対策を施すこと等により、一定の衝撃耐力の確保が
期待できる。

○ 50cm 以下程度の噴石に対しては、厚さ40cm 程度の鉄筋コンクリート造の構造物の上部に敷砂等の緩衝材を敷設する
ことで、一定の衝撃耐力の確保が期待できる。なお、この場合にあっても、噴石の衝突時の裏面剥離対策が施されること
が望ましい。

鉄筋コンクリート版の衝撃耐力の検討結果

例えば「30cm の噴石が飛来したら屋根を貫通するおそれがあるような、“中途半端”な施設を作っても意味はないからシェルター
は必要ない。」と考えることは必ずしも適切ではない。
前兆現象が捉えにくく突発性の高い比較的小規模な噴火において、火口周辺は、こぶし大（約10cm）以下の噴石が圧倒的な多数

を占める。仮にゴルフボール（約４cm）程度のものであっても直接人体に衝突した場合には死傷に至る可能性が高い。

厚さ22cm = 既製品として一般的に流通している
幅３m 程度のボックスカルバートの頂版に標準的
に用いられている厚さ



② 火山シェルター設置にあたっては、協議会参画機関が連携し、設置箇所の周辺施設や登
山道等、利用者の安全確保に向けた合理的な構造・配置とするよう努めることとし、

その費用については、設置箇所の行政区域や所有・管理状況、事業の適切性・迅速性等
を総合的に考慮し、地元市町村等の関係機関と個別のケース毎に決定することとする。 7

＜協議事項１＞火山シェルター設置に向けた対応方針（案）の内容について

① 火山シェルター設置等の検討にあたっては、本県火山の分布・活動状況を踏まえ、下記の
理由から、市町村個別の取組のみによることなく、各火山防災協議会（事務局：県災害対策
課）の参画機関が連携し一体的な進捗を図ることとする。

    －全国と比較して、火山災害警戒地域に指定されている１火山あたりの市町村数が多いことから、取組にあたっ
ては県による調整・とりまとめが重要

＜火山災害警戒地域＞ 磐梯山 ７市町村 （全国50の常時観測火山のうち、十和田、富士山に次いで３番目）
安達太良山 ６市町村（上記に次いで４番目タイ）

－東北地方の活火山のうち、吾妻山はその活動がより活発であるため、可及的速やかな検討・調整が重要
⇒2007年の噴火警戒レベル導入以降、吾妻山はレベル引上げ回数が東北で最多 （気象庁定期解説資料より）

－吾妻山・安達太良山・磐梯山は総じて「磐梯朝日国立公園」に指定されている
自然公園法記載の地方公共団体の責務として、国立公園等の優れた自然風景地等の保護と利用を図り、安
全で快適な自然とのふれあいの場の提供に資する観点からも、３火山の一体的な取組が重要



○ 優先的に対策する火山： 吾妻山
○ 吾妻山における優先対策範囲： 大穴火口から1km圏内のうち、散策コースに該当するエリア

（なお、浄土平湿原への火山シェルター設置については立地条件・景観
的側面から検討を継続）

○ 対策を検討する事象： 突発的な噴火発生時、多数飛来するおそれのある
10 cm以下の噴石の衝突

○ 具体的対策： 浄土平ビジターセンター県道側駐車場 カルバート型 火山シェルター ３基程度
吾妻小富士登山道 半地下式埋め戻し型又は地上式建屋型 火山シェルター ２基程度

○ 安達太良山、磐梯山について： 吾妻山での取組を踏まえた上で改めて検討

＜協議事項２＞優先的に対策する火山とその範囲及び事象等について

≪その他の理由≫

・ 吾妻山は東北の中で比較しても火山活動がより活発であること
・ 安達太良山、磐梯山と比較して、利用者が軽装で火口周辺に接近でき、安全対策が必要であること

・ 同様に、上記２火山と比較して、火口周辺への資機材運搬が容易であること

8
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出典：(一財)自然公園財団「登山散策マップ」
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大穴火口からの周辺距離
・火口から1km圏内には
浄土平観光施設のほか、
浄土平湿原、吾妻小富士
登山道、酸ヶ平避難小屋
等が該当

出典：国土地理院「地理院地図」より引用・加筆
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カルバート型（アーチ・ボックス）

半地下式 埋め戻し型

地上式

火山シェルター配置イメージ
・青円：既存施設の半径100m
圏内を表示

・緑円：新規の火山シェルター
の位置と収容範囲

出典：国土地理院「地理院地図」より引用・加筆
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＜協議事項３＞火山シェルター設置に係る検討事項について

① 吾妻山への火山シェルター設置に係る実施主体・費用負担等につ
いては、協議会事務局（県）と福島市で協議を継続中

② 令和７年度での継続検討も視野に、火山シェルター設置済の県外
自治体からの情報収集等を行っていく

③ 本件に係る協議が完了した際は、その結果について適切なタイミン
グで火山防災協議会へ報告する



※ 浄土平は毎年11月～翌４月下旬まで冬期閉鎖のため現場施工不可のため、左記を踏まえたスケジュール立てが必要
取組の開始がいつになっても、下記スケジュールを基本に対応していく

＜協議事項４＞火山シェルター設置に係る基本的なスケジュールについて

○上記のほか、事業実施主体においては下記事項の検討が必要になる
・吾妻山での火山シェルター設置（ハード対策）に伴う避難誘導方法（ソフト対策） （検討期間：火山シェルター設置前まで）
・設置する火山シェルターの具体的な形式や場所等 （検討期間：事業実施初年度の６月頃まで）

○令和７年４月からのワーキンググループでは、安達太良山・磐梯山への火山シェルター設置に係る方針等について検討予定
→上記検討の材料とするため、協議会事務局では令和７年度前半を目安に他県活火山への視察を検討中
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（参考）火山シェルター設置に必要な手続き

設置場所
（火山シェルターの形式）

必要な手続き

林野庁（福島森林管理署） 環境省（裏磐梯自然保護官事務所）

浄土平駐車場
（アーチカルバート型）

必要手続きなし

・国立公園（特別地域）での行為許可申請
(§自然公園法第20条第3項)

  窓口：県 県北地方振興局県民環境部
・国有地の無償借地申請（§国有財産法）
窓口：裏磐梯自然保護官事務所

吾妻小富士登山道
（半地下式or地上式）

半地下式

・国有林の無償借地申請
（§国有林野の管理経営に関する法律第
８条の２第１項第５号）

・保安林の解除申請（§森林法）
窓口：いずれも福島森林管理署

・国立公園（特別保護地区）での行為許可申請
(§自然公園法第21条第3項)

  窓口：裏磐梯自然保護官事務所

地上式

・国有林の無償借地申請
（§国有林野の管理経営に関する法律第
８条の２第１項第５号）
窓口：福島森林管理署
・保安林での作業許可申請（§森林法）
窓口：県 県北農林事務所
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